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OBA Hirofumi and NISHI Masatoshi＊ 
 

要    旨 

 

非農薬資材の散布がモウソウチク林の植生や土壌化学性に及ぼす影響を調査した。融雪剤

1.4kg/㎡，消石灰 1.2kg/㎡をそれぞれ立竹伐採区の地表に散布し，2 年後に再生竹の発生を抑制

する傾向をわずかに認めた。しかし，別の試験地で実施した同様の試験では，これらの資材散布

による地下茎への明らかな影響は認めなかった。食塩 3.0kg/㎡，消石灰 2.6kg/㎡をそれぞれモウ

ソウチクを伐採せずに地表に散布した試験では，立竹への影響はいずれも認めなかった。ただし，

食塩散布では，下層植生の植被率が散布前の 10％から散布 30 日後には 1％へ低下し，この影響は

90 日後まで継続した。また，食塩散布前の土壌 EC は 50～150μS/㎝の範囲にあったが，散布の 30

日後には上昇して土壌が深いほど高くなり，深さ 20～40 ㎝では 4,000μS/㎝以上に達した。モウ

ソウチクを皆伐した跡の地表に食塩 1.5～7.5kg/㎡を散布した試験では，散布量に関係なく，植

被率を散布前の 95％以上から 30 日後には 10％以下に低下させた。非農薬資材の散布のみではモ

ウソウチクは枯死しなかったが，竹林環境への影響を認めたことから，竹の伐採や薬剤施用によ

る竹林の拡大防止策を補完する効果は期待できると考えられた。 

キーワード：モウソウチク，非農薬資材，植生，土壌 pH，土壌 EC 

 

Ⅰ はじめに 

 1970 年代から全国的に竹材やタケノコの利用が

減少し，多くの竹林が放置されて荒廃・拡大が進ん

だ。そして，竹の農林地への侵入や景観の悪化，さ

らには居住環境への倒伏など様々な問題が生じて

いる。このため，竹の駆除や竹林の拡大を防止する

ための対策が全国的に検討されており，竹林整備と

竹の利用拡大を目的とした研究が実施されている

（鳥居・上村，2018）。本県においても，モウソウ

チクの薬剤枯殺（山中，2011），竹材の搬出システ

ムや燃料などへ利用する技術（西・帶刀，2016），

シイタケ菌床原料への利用（冨川ら，2018）などが

検討されてきた。しかし，竹は再生力が強いため，

単一的な対策によって竹林を適正に管理すること

は難しく，いくつかの手法を組み合わせた総合的な

対策が必要である。 

薬剤の利用は竹の駆除に有効であるが（江上ら，

2017；江崎ら，2017；江崎・池田，2018），周辺環

境への影響が懸念され，地域住民の心理的抵抗感が

大きい（鳥居・上村，2018）。このことから，日常
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生活や農業分野で使用される非農薬資材によって

竹林拡大を防止できれば画期的であり，あるいは他

の防止策と非農薬資材を併用することで竹の再生

を抑制する効果が期待できれば有益である。本試験

では農薬を使用せずに，非農薬資材のみを供試して

モウソウチクへの影響を確認し，併せて竹林環境に

及ぼす影響を植生や土壌化学性から検討する。 

  

Ⅱ 材料と方法 

１．竹伐採区の植生 

2015年 9月中旬，大田市大森町（以下，「大田市」）

のモウソウチク林において，それぞれが隣接しない

4×4ｍの立竹伐採区を 10 箇所設置した。9 月下旬

に，このうち 4 調査区の地表に融雪剤（KCl）を

1.4kg/㎡散布し，また別の 4 調査区には消石灰を

1.2kg/㎡散布して，残りの 2 調査区は無散布とし

た。融雪剤は竹の根茎が分布すると考えられる深さ

50cm までの土壌に対して，水稲などの土壌 Cl 限界

濃度（100mg/100ｇ）の 1.3 倍に相当する量を散布

した（熊本県八代農業改良普及センター活動スタッ

フ，2001）。また，消石灰は pH 値を 1 上昇させる相

当量をアレニウス表（土性：壌土，腐植含有：富む）

から読み取って散布した（青森県農林総合研究セン

ター・青森県農林水産部，2008）。 

同年の 9 月上旬には飯石郡飯南町（以下，「飯南

町」）のモウソウチク林で，前述と同様に 4×4ｍの

調査区を 5 箇所設置した。10 月上旬に，このうち 2

調査区に融雪剤を 1.4kg/㎡散布し，また 2 調査区

に消石灰を 1.2kg/㎡散布して，1 調査区は無散布と

した。 

散布から 7 か月経過した 2016 年 4 月下旬～5 月

上旬に各調査区で植生を調査した。2016 年 9 月上

旬に飯南町の調査地では，地表の一部を掘り下げて

モウソウチクの地下茎を観察した。また，2017 年 5

月下旬に大田市の調査地で各調査区の植生を再度

調査した。 

 

２．竹林の植生と土壌深さ別の化学性 

2017 年 6 月中旬，前述と同じ飯南町のモウソウ

チク林で 5×10ｍの調査区を 3 箇所設置した。食塩 

写真 1 食塩散布区（3.0kg/㎡） 

 

（NaCl）3.0kg/㎡（写真 1）と消石灰 2.6kg/㎡をそ

れぞれの調査区の地表に散布し，残り 1 調査区を無

散布とした。この試験では，散布資材を融雪剤と同

様の効果が期待できて入手が容易な食塩に変更し，

散布量は前述の試験よりも増やした。食塩は水稲な

どの土壌 Cl 限界濃度の 3.6 倍相当量（熊本県八代

農業改良普及センター活動スタッフ，2001），消石

灰は pH 値を 1 上昇させるのに必要な 2.1 倍相当量

とした（青森県農林総合研究センター・青森県農林

水産部，2008）。各調査区では散布から 30 日間隔で

90 日後までモウソウチクの稈と葉を観察し，下層

植生の植被率を調査した。 

 食塩散布区では植被率の調査に合わせて土壌 EC

を測定し，消石灰散布区では同様に土壌 pH を測定

した。土壌試料は直径 16 ㎜の検土杖を使用して，

無作為に選んだ複数の地点で，地表から深さ 10

㎝，深さ 10～20 ㎝，深さ 20～40 ㎝の部位を採取

し，部位ごとに一つにまとめた。これを風乾した

後，乳鉢で細かく砕き，目開き 2 ㎜のふるいを通

過したものを供試した。EC は土壌 20ｇにイオン交

換水 100 ㎖を加え，60 分間振とうした後，導電率

計で 3 回測定して平均値を求めた。pH は土壌 20ｇ

にイオン交換水 50 ㎖を加え，30 分間振とうした

後,ガラス電極 pH メーターで 3 回測定して平均値

を求めた。 

 

３．竹皆伐跡の資材散布量別の植生と土壌化学性 

2016 年 1～3 月，島根県中山間地域研究センター

（飯南町上来島）構内で約 4,500 ㎡のモウソウチク

林を皆伐した。2017 年 6 月下旬，植生が密生した
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区域に 1×1ｍの調査区を 15 箇所近接して設置し

た。なお，調査区内には再生竹は発生していなかっ

た。このうち，5 調査区には地表へ食塩を散布した

が，1 区当たりの散布量は 1.5 kg/㎡から 1.5 kg/

㎡ずつ増やして 7.5kg/㎡までの 5 通りとした。別

の 5 調査区には消石灰を 1.3 kg/㎡から 1.3 kg/㎡

ずつ増やして 6.5kg/㎡までを散布し，残りの 5 調

査区は無散布とした。 

散布前と散布 30 日後に下層植生の植被率を調査

し，出現した木本類と草本類を記録した。また，植

生の調査日には前述と同じ方法で土壌の EC と pH

を測定した。 

 

Ⅲ 試験結果 

１．竹伐採区の植生 

調査区の植生は伐採前後とも乏しく，主にモウソ

ウチクで占められた。伐採前の立竹本数と資材散布

後の調査年毎の再生竹本数，これらから算出した

ha 当たり本数密度と再生率を表 1 に示した。大田

市の調査地では，2016 年の再生率は無散布区の 9％

に比べて融雪剤散布区は 9％，消石灰散布区は 13％

で大きな差を認めなかった。2017 年は無散布区の

立竹密度が5,000本/ha，再生率が72％であったが，

融雪剤散布区と消石灰散布区の立竹密度はいずれ

も 4,375 本/ha，再生率はそれぞれ 41％，53％であ

った。 

飯南町の調査地では 2016 年に融雪剤散布区で再

生竹が 1 本発生したのみであり，消石灰散布区と無

散布区では発生を認めなかった。また，地下茎はい

ずれの調査区でも明るい黄土色をしており，充実し

た芽子を認めた。 

 

２．竹林の植生と土壌深さ別の化学性 

 モウソウチクの地上部は，いずれの調査区でも散

布 90 日後までに稈の変色や落葉などの枯死の兆候

を認めなかった。調査区毎に資材散布後の経過日数

別の植被率を表 2 に示した。調査区の下層植生は乏

しく，主にリョウメンシダなどのシダ類が生育して

いた。無散布区では試験期間を通して植被率の変化

を認めなかったが，食塩散布区では散布前の 10％

から散布 30 日後には 1％に低下し，これが 90 日後

まで継続した。消石灰散布区は無散布区と同様に植

被率の変化を認めなかった。 

 食塩散布区の土壌 EC について，土壌深さ別の推

移を図 1 に示した。散布前には各深さの EC は 50～

110μS/㎝の範囲にあったが，30 日後には深さ 20～

40 ㎝が 4,000μS/㎝以上に上昇し，深さ 10～20 ㎝

は約 2,300μS/㎝となった。60 日後にはいずれも低

下して 140μS/㎝以下となって，90 日後まで散布前

と同程度で推移した。また，地表～深さ 10 ㎝は散

布後の値に大きな変化を認めなかった。 

消石灰散布区の土壌深さ別 pH の推移を図 2 に示

した。散布前には各深さの pH は 5.4～6.0 の範囲に

あったが，30 日後にはいずれも上昇して，地表～ 

本数 本数 本数密度 再生率

(㎡) (本) (本) (本/ha) （％）

融雪剤散布 64 68 10,625 6 938 9 28 4,375 41

消石灰散布 64 53 8,281 7 1,094 13 28 4,375 53

無散布 32 22 6,875 2 625 9 16 5,000 73

融雪剤散布 32 26 8,125 1 313 4 －

消石灰散布 32 19 5,938 0 0 0 －

無散布 16 7 4,375 0 0 0 －

再生率は，その年に発生した再生竹密度/伐採前の立竹密度×100，－は未調査

飯南町

（本）

立竹

(本/ha) (本/ha)

調査地 調査区

2016年再生竹

大田市

（％）

表1　伐採前の立竹数と資材散布後の再生竹数

本数密度 再生率面積 本数 本数密度

2017年再生竹
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表 2 資材散布後の経過日数別の植被率 

調査区 散布前 30 日 60 日 90 日 

食塩散布 10  1  1  1  

消石灰散布 5  5  5  5  

無散布 10  10  10  10  

数値は百分率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 食塩散布区の土壌深さ別 EC の推移 

●地表～深さ 10 ㎝，○深さ 10～20 ㎝， 

□深さ 20～40 ㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 消石灰散布区の土壌深さ別 pH の推移 

●地表～深さ 10 ㎝，○深さ 10～20 ㎝， 

□深さ 20～40 ㎝ 

 

深さ 10 ㎝までは 7.6 と最も高く，深さ 10～40 ㎝

の範囲では 6.7 となった。その後，地表～深さ 20

㎝までの範囲では上昇した値が維持されて，90 日

後には 7.5 となった。また，深さ 20 ㎝～40cm は 60

日後に 5.8 へ減少し，90 日後まで続いた。 

 

３．竹皆伐跡の資材散布量別の植生と土壌化学性 

 資材散布前と散布 30 日後の植被率と種数を表 3

に示した。散布前はいずれの調査区でも木本類の稚

幼樹や草本類を複数種認め，植被率は 80％以上で

あった。 

食塩散布区の植被率は 95％以上であったが，散

布 30 日後にはいずれの調査区も散布量に関係なく

10％以下となった。また，種数は散布前には 9～15

種であったが，散布 30 日後には 1～2 種に減少し

た。散布前の 5 調査区のすべてに出現していた木本

類はナガバモミジイチゴ，草本類はチヂミザサとミ

ヤマハコベであったが，ナガバモミジイチゴは散布

30 日後もすべての調査区で生存し，草本類はすべ

て枯死した。他の木本類で散布 30 日後に生存した

のはアカシデ（１区出現中１区で生存），コナラ（3

区出現中 1 区で生存），ネムノキ（4 区出現中 1 区

で生存）のみで，散布前に 4 調査区に出現していた

ツタウルシ，3 調査区に出現していたアケビ，タラ

ノキ，ヌルデなどは全て枯死した。 

消石灰散布区の植被率は，無散布区と同様に散布

量に関係なく散布前後に大きな差を認めなかった。

散布前後の種数にも大きな差はなく，木本類はすべ

てが生存し，草本のクズ，ミヤマハコベ，ヤエムグ

ラが枯死したのみであった。また，モウソウチクは

散布 30 日後に 2.6kg/㎡で 1 本の発生を認めた。 

食塩散布区の土壌 EC と散布量との関係を深さ別

に示した（図 3）。いずれの深さとも散布前の EC は

70μS/㎝以下であったが，散布量が増えるとともに

値が上昇して散布量 6.0kg/㎡で最大となり，

7.5kg/㎡では低下した。土壌が深いほど EC 値が高

く，深さ 20～40 ㎝は 6.0kg/㎡の散布で 2,500μS/

㎝以上となった。 

消石灰散布区の土壌 pH と散布量との関係を深さ

別に示した（図 4）。いずれの深さでも散布前の pH

は 5.7 であったが，散布量が増えるとともに pH 値

が上昇する傾向にあった。土壌が浅いほどこの値が

高く，地表～深さ 10 ㎝は 6.5kg/㎡の散布で 7.6 と

なった。深さ 10～20 ㎝は地表～深さ 10 ㎝と同様に

推移したが，散布量 5.2kg/㎡で最大の 7.1 となっ

た。深さ 20～40㎝は 2.6kg/㎡の散布で 6.3となり，

これより散布量を増やしても pH 値に大きな変化は

なく，5.2kg/㎡と 6.5kg/㎡の散布では 6.5 となっ

た。 
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Ⅳ 考察 

本試験では，非農薬資材として融雪剤，食塩およ 

び消石灰をモウソウチク林の地表へ散布して，立竹

の稈，葉および地下茎への影響を観察し，加えて植

生や土壌化学性の変化を調査した。その結果から，

竹林の拡大を防止する対策の一つとして，非農薬資

前 後 前 後 前 後 前 後

1.5 100 5 13 2 10 2 3 0

3.0 95 10 13 2 10 2 3 0

食塩散布 4.5 100 5 9 1 6 1 3 0

6.0 100 3 15 1 11 1 4 0

7.5 95 3 13 2 9 2 4 0

1.3 80 95 15 13 9 9 6 4

2.6 100 100 17 17 10 10 7 7

消石灰散布 3.9 90 100 18 15 13 12 5 3

5.2 100 80 10 10 4 4 6 6

6.5 95 95 12 12 7 7 5 5

100 100 13 13 10 10 3 3

100 100 15 15 11 11 4 4

無散布 95 100 13 14 7 7 6 7

100 100 13 13 8 8 5 5

100 100 14 14 6 6 8 8

表3　資材散布前と散布30日後の植被率と種数の変化

植被率
（％）

種数

合計 木本 草本
散布量

（kg/㎡）
調査区

 

図 3 土壌の深さ別の食塩散布量と EC の関係       図 4 土壌の深さ別の消石灰散布量と pH の関係 

●地表～深さ 10 ㎝，○深さ 10～20 ㎝，             ●地表～深さ 10 ㎝，○深さ 10～20 ㎝， 
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材の有効性を考察する。 

大田市のモウソウチク伐採区では，無散布区の再 

生率が伐採の 2 年後に累計で 81％に達しており，

竹の再生によって 2～3 年程度で伐採前の本数密度

へ戻ると示唆された。一方，融雪剤散布区と消石灰

散布区の結果を見ると，散布の 2 年後には無散布区

よりも再生竹の本数密度や再生率が低くなってお

り，わずかではあるが，資材散布によって再生が抑

制されたと考えられる。ただし，いずれの散布区で

も散布の 2 年後には再生率が累計で 50％を超えて

おり，伐採後に増加する再生竹の本数に対して資材

施用による抑制効果は小さく，数年後には差がなく

なると推察する。 

飯南町の伐採区では伐採翌年の再生竹数が少な

く，試験区間を比較することができなかったが，こ

れは試験区の面積が小さかったことが影響した可

能性があると考えられた。また，竹の隔年豊凶性も

影響した可能性があるため，調査を複数年に渡って

継続する必要があったと考える。いずれの調査地で

も地下茎の外観には変化が見られず，筍や新しい地

下茎へ成長する‘芽子’を認めたことから，融雪剤

と消石灰の地下茎に対する明らかな影響は認めな

かった。 

食塩散布区の下層植生は，30 日後には顕著に減

少して 90 日後まで回復しなかったが，深さ 10 ㎝以

上の土壌 EC は 30 日後に上昇したものの，60 日後

には散布前と同程度に低下した。このことから，土

壌化学性の変化に比べて植生の回復には長期間を

要すと考えられる。また，食塩散布 30 日後には土

壌が深いほど EC の値が高く，60 日後には散布前と

同程度になったことから，食塩は速やかに土壌深部

へ浸透，あるいは周囲へ拡散し，散布箇所の地表付

近での残留期間は 60 日以内と考えられる。 

同じく，モウソウチクを伐採しない条件において

は，消石灰散布区の下層植生は 90 日後まで変化し

なかったことから, 2.6kg/㎡の散布では植生に与

える影響はほとんどなかったと考えられる。消石灰

散布によって，30 日後の土壌 pH は地表から深さ 10

㎝までが最も高くなり，90 日後まで同程度で推移

した。また，深さ 10～20cm では経過日数とともに

土壌 pH が上昇する傾向があり，これは地表で溶け

残った消石灰が少しずつ土壌深部に浸透している

ためと考えられる。深さ 20～40cm では 30 日後に

pH 値が上昇したものの，60 日後以降は低下したま

ま推移したことから，本試験の散布条件では消石灰

の地表散布によって土壌化学性に変化を及ぼすの

は深さ 20 ㎝程度までと考えられた。 

モウソウチク林の皆伐から 1 年以上経過した試

験区への資材散布では，コナラやネムノキなどの高

木の稚幼樹，ナガバモミジイチゴなどの低木，アケ

ビやツルウメモドキなどのつる性木本類など木本

類は 32 種，草本類はチヂミザサやミヤマハコベな

ど 18 種が出現していたが，食塩の散布によって散

布量に関わらず植被率が低下して種数も減少し，

1.5 ㎏/㎡でも植生に与える影響は大きいと考えら

れる。一方，消石灰は最大散布量の 6.5 ㎏/㎡でも

植被率と種数に大きな変化を認めなかったことか

ら，植生への影響はほとんどなかったと考えられる。 

本試験の結果から，融雪剤などの散布によって再

生竹の発生を抑える傾向は認めたが，竹林の拡大を

抑える効果は小さいと考える。また，食塩の散布で

は下層植生の植被率や種数が低下し，食塩または消

石灰の散布によって土壌 EC と土壌 pH はそれぞれ

上昇したが，モウソウチク自体の枯死やその兆候な

どは観察されなかった。これらのことから，非農薬

資材の単独での使用による竹の駆除や再生の抑制

は困難と考えるが，竹林環境への負荷は認めたこと

から，伐採や薬剤施用による拡大防止策を補完する

効果は期待できると考えられた。竹伐採を毎年継続

し，数年間で駆除する方法や除草剤を利用する方法

は示されているが（鳥居・上村，2018），非農薬資

材を併用することによって，伐採回数や駆除作業の

継続年数を減らすことができれば作業負担は小さ

くなる。今後は，このような竹林対策と組み合わせ

た非農薬資材の使用条件について，施用量や回数を

変えて有効性を検討したい。 
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